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別紙 判断基準

Ⅰ 様式第２号及び第３号に係る判断基準

項 目 小 項 目 判 断 基 準

１ 生産量の増加 － 以下のうち、いずれかを有している。

・５年後※１の素材生産量について、100㎥以上の目標を有している。

・すでに素材生産量が100㎥以上である場合は、５年後の生産量が一定の割合※２以上で増加さ

せる目標を有している。

・すでに素材生産量が500㎥以上である場合は、５年後の生産量についても実績以上の目標を

有している。

※１）認定事業体については、改善計画の最終年度時点。

※２）一定の割合…５年間で約１割を目安とする。

２ 生産管理又は流通 ⑴ 適切な生産管理 以下のうち、いずれかに該当する。

合理化等 ⑵ 原木の安定供給 ・⑴又は⑵で「取り組んでいる」に該当する項目が１つ以上ある。

・流通合理化等 ・⑴又は⑵で「１年以内に取り組む予定」に該当する項目が２つ以上ある。

３ 造林・保育の省力 － 以下のうち、いずれかに該当する。

化・低コスト化 ・１つ以上の項目が「取り組んでいる」に該当する。

・２つ以上の項目が「１年以内に取り組む予定」に該当する。

４ 主伐後の再造林の － 全ての項目が「有している」又は「取り組んでいる」に該当する。

確保

５ 生産や造林・保育 － いずれかの項目が「３年間以上」に該当する。

の実施体制の確保

６ 伐採・造林に関す － いずれかの項目が「策定等している」に該当する。

る行動規範の策定等
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７ 雇用管理の改善及 ⑴ 雇用管理の改善 以下の両方に該当する。

び労働安全対策 ⑵ 労働安全対策 ・⑴の全ての項目が「取り組んでいる/はい」に該当する。

・⑵及び⑶で、各２つ以上の項目が「取り組んでいる」に該当する。

８ コンプライアンス － 全ての項目が「はい」又は「該当しない」に該当する。

の確保

９ 常勤役員の配置 － 法人においては常勤の役員を設置している。

ただし、常勤の役員を設置していない法人については、森林経営管理法の施行日から起算

して３年を経過した日以降最初に招集される総会等の時までに設置するよう取り組む場合に

は、常勤の役員が設置されているものとして扱う。

Ⅱ 添付資料に係る判断基準

資 料 判 断 基 準

貸借対照表及び損益計算書の写し（直 以下の両方に該当する。

近３年分） ・直近の事業年度の自己資本比率が０％未満でない（債務超過でない）。

・経常利益金額等（損益計算書上の経常利益の金額に当該損益計算書上の減価償却費の額を加えて

得た額）が直近３年間において全てマイナスという状態になっていない。

注）これらを満たさない場合、中小企業診断士又は公認会計士の経営診断書を申請書に添付する等、

今後５年以内に健全な経営の軌道に乗ることが証明できること。

その他 その他添付すべき資料に不備がないこと。


